
 

 

1/1 

Copyright © Japan Credit Rating Agency, Ltd. All Rights Reserved. 
 

24-D-0343 

2024 年 6 月 28 日 
   
   

株式会社西日本シティ銀行が実施する 

有限会社アカナファミリージャパンに対する 

ポジティブ・インパクト・ファイナンスに係る 
第三者意見  

 
    

株式会社日本格付研究所（JCR）は、株式会社西日本シティ銀行が実施する有限会社アカナファミリージャ

パンに対するポジティブ・インパクト・ファイナンス（PIF）について、国連環境計画金融イニシアティブ

のポジティブ・インパクト・ファイナンス原則への適合性に対する第三者意見書を提出しました。 

本件は、環境省 ESG 金融ハイレベル・パネル設置要綱第 2 項（4）に基づき設置されたポジティブイン

パクトファイナンスタスクフォースがまとめた「インパクトファイナンスの基本的考え方」への整合性も併

せて確認しています。 

 

 

＊詳細な意見書の内容は次ページ以降をご参照ください。 
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第三者意見書 
2024 年 6 月 28 日 

株式会社 日本格付研究所 
 

 

 

評価対象： 
有限会社アカナファミリージャパンに対するポジティブ・インパクト・ファ
イナンス 

貸付人：株式会社西日本シティ銀行 

評価者：公益財団法人九州経済調査協会 

第三者意見提供者：株式会社日本格付研究所（JCR） 

 
 
 

結論： 
本ファイナンスは、国連環境計画金融イニシアティブの策定したポジティブ・イン
パクト・ファイナンス原則に適合している。 
また、環境省の ESG 金融ハイレベル・パネル設置要綱第 2 項（4）に基づき設置さ
れたポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまとめた「インパクトフ
ァイナンスの基本的考え方」と整合的である。 
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I. JCR の確認事項と留意点 
JCR は、株式会社西日本シティ銀行（「西日本シティ銀行」）が有限会社アカナファミリ

ージャパン（「アカナファミリージャパン」）に対して実施する中小企業向けのポジティブ・

インパクト・ファイナンス（PIF）について、公益財団法人九州経済調査協会（「九州経済調

査協会」）による分析・評価を参照し、国連環境計画金融イニシアティブ（UNEP FI）の策

定した PIF 原則に適合していること、および、環境省の ESG 金融ハイレベル・パネル設置

要綱第 2 項（4）に基づき設置されたポジティブインパクトファイナンスタスクフォースが

まとめた「インパクトファイナンスの基本的考え方」と整合的であることを確認した。 
PIF とは、SDGs の目標達成に向けた企業活動を、金融機関が審査・評価することを通じ

て促進し、以て持続可能な社会の実現に貢献することを狙いとして、当該企業活動が与える

ポジティブなインパクトを特定・評価の上、融資等を実行し、モニタリングする運営のこと

をいう。 
PIF 原則は、4 つの原則からなる。すなわち、第 1 原則は、SDGs に資する三つの柱（環

境・社会・経済）に対してポジティブな成果を確認できること、なおかつネガティブな影響

を特定し対処していること、第 2 原則は、PIF 実施に際し、十分なプロセス、手法、評価ツ

ールを含む評価フレームワークを作成すること、第 3 原則は、ポジティブ・インパクトを測

るプロジェクト等の詳細、評価・モニタリングプロセス、ポジティブ・インパクトについて

の透明性を確保すること、第 4 原則は、PIF 商品が内部組織または第三者によって評価さ

れていることである。 
UNEP FI は、ポジティブ・インパクト・ファイナンス・イニシアティブ（PIF イニシア

ティブ）を組成し、PIF 推進のためのモデル・フレームワーク、インパクト・レーダー、イ

ンパクト分析ツールを開発した。西日本シティ銀行は、中小企業向けの PIF の実施体制整

備に際し、九州経済調査協会と共同でこれらのツールを参照した分析・評価方法とツールを

開発している。ただし、PIF イニシアティブが作成したインパクト分析ツールのいくつかの

ステップは、国内外で大きなマーケットシェアを有し、インパクトが相対的に大きい大企業

を想定した分析・評価項目として設定されている。JCR は、PIF イニシアティブ事務局と

協議しながら、中小企業の包括分析・評価においては省略すべき事項を特定し、西日本シテ

ィ銀行及び九州経済調査協会にそれを提示している。なお、西日本シティ銀行は、本ファイ

ナンス実施に際し、中小企業の定義を、IFC（国際金融公社）または中小企業基本法の定義

する中小企業、会社法の定義する大会社以外の企業としている。 
JCR は、中小企業のインパクト評価に際しては、以下の特性を考慮したうえで PIF 原則

との適合性を確認した。 
① SDGs の三要素のうちの経済、PIF 原則で参照するインパクト領域における「包括的

で健全な経済」、「経済収れん」の観点からポジティブな成果が期待できる事業主体で
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ある。ソーシャルボンドのプロジェクト分類では、雇用創出や雇用の維持を目的とし

た中小企業向けファイナンスそのものが社会的便益を有すると定義されている。 
② 日本における企業数では全体の 99.7％を占めるにもかかわらず、付加価値額では

52.9％にとどまることからもわかるとおり、個別の中小企業のインパクトの発現の仕

方や影響度は、その事業規模に従い、大企業ほど大きくはない。1 
③ サステナビリティ実施体制や開示の度合いも、上場企業ほどの開示義務を有してい

ないことなどから、大企業に比して未整備である。 
 

II. PIF 原則への適合に係る意見 
PIF 原則 1 
SDGs に資する三つの柱（環境・社会・経済）に対してポジティブな成果を確認できるこ

と、なおかつネガティブな影響を特定し対処していること。 
SDGs に係る包括的な審査によって、PIF は SDGs に対するファイナンスが抱えている

諸問題に直接対応している。 

西日本シティ銀行及び九州経済調査協会は、本ファイナンスを通じ、アカナファミリージ

ャパンの持ちうるインパクトを、UNEP FI の定めるインパクト領域および SDGs の 169 タ

ーゲットについて包括的な分析を行った。 
この結果、アカナファミリージャパンがポジティブな成果を発現するインパクト領域を

有し、ネガティブな影響を特定しその低減に努めていることを確認している。 
SDGs に対する貢献内容も明らかとなっている。 
 

PIF 原則 2 
PIF を実行するため、事業主体（銀行・投資家等）には、投融資先の事業活動・プロジェ

クト・プログラム・事業主体のポジティブ・インパクトを特定しモニターするための、十

分なプロセス・方法・ツールが必要である。 

JCR は、西日本シティ銀行が PIF を実施するために適切な実施体制とプロセス、評価方

法及び評価ツールを確立したことを確認した。 
 
 
 

                                                   
1 経済センサス活動調査（2016 年）。中小企業の定義は、中小企業基本法上の定義。業種によって異な

り、製造業は資本金 3 億円以下または従業員 300 人以下、サービス業は資本金 5 千万円以下または従業

員 100 人以下などだ。小規模事業者は製造業の場合、従業員 20 人以下の企業をさす。 
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(1) 西日本シティ銀行は、本ファイナンス実施に際し、以下の実施体制を確立した。 

 

(出所：西日本シティ銀行提供資料) 
 
(2) 実施プロセスについて、西日本シティ銀行では社内規程を整備している。 

 
(3) インパクト分析・評価の方法とツール開発について、西日本シティ銀行からの委託を

受けて、九州経済調査協会が分析方法及び分析ツールを、UNEP FI が定めた PIF モ

デル・フレームワーク、インパクト分析ツールを参考に確立している。 
 

PIF 原則 3 透明性 
PIF を提供する事業主体は、以下について透明性の確保と情報開示をすべきである。 
・本 PIF を通じて借入人が意図するポジティブ・インパクト 
・インパクトの適格性の決定、モニター、検証するためのプロセス 
・借入人による資金調達後のインパクトレポーティング 

PIF 原則 3 で求められる情報は、全て九州経済調査協会が作成した評価書を通して西日

本シティ銀行及び一般に開示される予定であることを確認した。 
 
 

PIF 原則 4 評価 
事業主体（銀行・投資家等）の提供する PIF は、実現するインパクトに基づいて内部の

専門性を有した機関または外部の評価機関によって評価されていること。 

借入人

株式会社
西日本シティ銀行
（PIF契約締結、

融資実行）

公益財団法人
九州経済調査協会

（評価実施）

株式会社
日本格付研究所

PIF申込

PIF評価書、第三者
意見書の提供

PIF実行

モニタリング
KPI達成支援

包括分析
KPI協議

包括分析結果、
KPI協議

第三者意見書
申込

第三者意見書
提出
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本ファイナンスでは、九州経済調査協会が、JCR の協力を得て、インパクトの包括分析、

特定、評価を行った。JCR は、本ファイナンスにおけるポジティブ・ネガティブ両側面の

インパクトが適切に特定され、評価されていることを第三者として確認した。 
 

III. 「インパクトファイナンスの基本的考え方」との整合に係る意見 
インパクトファイナンスの基本的考え方は、インパクトファイナンスを ESG 金融の発展

形として環境・社会・経済へのインパクトを追求するものと位置づけ、大規模な民間資金を

巻き込みインパクトファイナンスを主流化することを目的としている。当該目的のため、国

内外で発展している様々な投融資におけるインパクトファイナンスの考え方を参照しなが

ら、基本的な考え方をとりまとめているものであり、インパクトファイナンスに係る原則・

ガイドライン・規制等ではないため、JCR は本基本的考え方に対する適合性の確認は行わ

ない。ただし、国内でインパクトファイナンスを主流化するための環境省及び ESG 金融ハ

イレベル・パネルの重要なメッセージとして、本ファイナンス実施に際しては本基本的考え

方に整合的であるか否かを確認することとした。 
本基本的考え方におけるインパクトファイナンスは、以下の 4 要素を満たすものとして

定義されている。本ファイナンスは、以下の 4 要素と基本的には整合している。ただし、要

素③について、モニタリング結果は基本的には借入人であるアカナファミリージャパンか

ら貸付人である西日本シティ銀行及び評価者である九州経済調査協会に対して開示がなさ

れることとし、可能な範囲で対外公表も検討していくこととしている。 

要素① 投融資時に、環境、社会、経済のいずれの側面においても重大なネガティブイ

ンパクトを適切に緩和・管理することを前提に、少なくとも一つの側面におい

てポジティブなインパクトを生み出す意図を持つもの 
要素② インパクトの評価及びモニタリングを行うもの 
要素③ インパクトの評価結果及びモニタリング結果の情報開示を行うもの 
要素④ 中長期的な視点に基づき、個々の金融機関/投資家にとって適切なリスク・リタ

ーンを確保しようとするもの 

また、本ファイナンスの評価・モニタリングのプロセスは、本基本的考え方で示された評

価・モニタリングフローと同等のものを想定しており、特に、企業の多様なインパクトを包

括的に把握するものと整合的である。 
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IV. 結論 
以上の確認より、本ファイナンスは、国連環境計画金融イニシアティブの策定したポジテ

ィブ・インパクト・ファイナンス原則に適合している。 
また、環境省の ESG 金融ハイレベル・パネル設置要綱第 2 項（4）に基づき設置された

ポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまとめた「インパクトファイナンス

の基本的考え方」と整合的である。 
 
 

（第三者意見責任者） 
株式会社日本格付研究所 
サステナブル・ファイナンス評価部長 
 

 
                   
梶原 敦子 
 
 

 

担当主任アナリスト 
 

 
                    
川越 広志 

担当アナリスト

 
                     
望月 幸美 
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本第三者意見に関する重要な説明 

1. JCR 第三者意見の前提・意義・限界 
日本格付研究所（JCR）が提供する第三者意見は、事業主体及び調達主体の、国連環境計画金融イニシ

アティブの策定したポジティブ・インパクト金融(PIF)原則への適合性及び環境省 ESG 金融ハイレベル・
パネル内に設置されたポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまとめた「インパクトファ
イナンスの基本的考え方」への整合性に関する、JCR の現時点での総合的な意見の表明であり、当該ポ
ジティブ・インパクト金融がもたらすポジティブなインパクトの程度を完全に表示しているものではあ
りません。 
本第三者意見は、依頼者である調達主体及び事業主体から供与された情報及び JCR が独自に収集した

情報に基づく現時点での計画又は状況に対する意見の表明であり、将来におけるポジティブな成果を保
証するものではありません。また、本第三者意見は、PIF によるポジティブな効果を定量的に証明するも
のではなく、その効果について責任を負うものではありません。本事業により調達される資金が同社の
設定するインパクト指標の達成度について、JCR は調達主体または調達主体の依頼する第三者によって
定量的・定性的に測定されていることを確認しますが、原則としてこれを直接測定することはありませ
ん。 

2. 本第三者意見を作成するうえで参照した国際的なイニシアティブ、原則等 
本意見作成にあたり、JCR は、以下の原則等を参照しています。 
国連環境計画 金融イニシアティブ ポジティブ・インパクト金融原則 
環境省 ESG 金融ハイレベル・パネル内ポジティブインパクトファイナンスタスクフォース 

「インパクトファイナンスの基本的考え方」 

3. 信用格付業にかかる行為との関係 
本第三者意見を提供する行為は、JCR が関連業務として行うものであり、信用格付業にかかる行為と

は異なります。 

4. 信用格付との関係 
本件評価は信用格付とは異なり、また、あらかじめ定められた信用格付を提供し、または閲覧に供す

ることを約束するものではありません。 

5. JCR の第三者性 
本 PIF の事業主体または調達主体と JCR との間に、利益相反を生じる可能性のある資本関係、人的関

係等はありません。 
 

 

 

■留意事項 
本文書に記載された情報は、JCR が、事業主体または調達主体及び正確で信頼すべき情報源から入手したものです。ただし、当該

情報には、人為的、機械的、またはその他の事由による誤りが存在する可能性があります。したがって、JCR は、明示的であると黙
示的であるとを問わず、当該情報の正確性、結果、的確性、適時性、完全性、市場性、特定の目的への適合性について、一切表明保
証するものではなく、また、JCR は、当該情報の誤り、遺漏、または当該情報を使用した結果について、一切責任を負いません。JCR
は、いかなる状況においても、当該情報のあらゆる使用から生じうる、機会損失、金銭的損失を含むあらゆる種類の、特別損害、間
接損害、付随的損害、派生的損害について、契約責任、不法行為責任、無過失責任その他責任原因のいかんを問わず、また、当該損
害が予見可能であると予見不可能であるとを問わず、一切責任を負いません。本第三者意見は、評価の対象であるポジティブ・イン
パクト・ファイナンスにかかる各種のリスク（信用リスク、価格変動リスク、市場流動性リスク、価格変動リスク等）について、何
ら意見を表明するものではありません。また、本第三者意見は JCR の現時点での総合的な意見の表明であって、事実の表明ではなく、
リスクの判断や個別の債券、コマーシャルペーパー等の購入、売却、保有の意思決定に関して何らの推奨をするものでもありません。
本第三者意見は、情報の変更、情報の不足その他の事由により変更、中断、または撤回されることがあります。本文書に係る一切の
権利は、JCR が保有しています。本文書の一部または全部を問わず、JCR に無断で複製、翻案、改変等をすることは禁じられていま
す。 

■用語解説   
第三者意見：本レポートは、依頼人の求めに応じ、独立・中立・公平な立場から、銀行等が作成したポジティブ・インパクト・ファ
イナンス評価書の国連環境計画金融イニシアティブのポジティブ・インパクト金融原則への適合性について第三者意見を述べたもの
です。  
事業主体：ポジティブ・インパクト・ファイナンスを実施する金融機関をいいます。 
調達主体：ポジティブ・インパクト・ビジネスのためにポジティブ・インパクト・ファイナンスによって借入を行う事業会社等をい
います。 

■サステナブル・ファイナンスの外部評価者としての登録状況等   
・国連環境計画 金融イニシアティブ ポジティブインパクト作業部会メンバー  
・環境省 グリーンボンド外部レビュー者登録 
・ICMA (国際資本市場協会に外部評価者としてオブザーバー登録) ソーシャルボンド原則作業部会メンバー 
・Climate Bonds Initiative Approved Verifier (気候債イニシアティブ認定検証機関) 
 

■本件に関するお問い合わせ先 
情報サービス部  TEL：03-3544-7013 FAX：03-3544-7026 

    



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ポジティブ・インパクト・ファイナンス 

評価報告書 
（有限会社アカナファミリージャパン） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２０２４年６月２８日 

公益財団法人 九州経済調査協会 
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（公財)九州経済調査協会（以下、九経調）は、㈱西日本シティ銀行が、（有）アカナファミリージャ

パン（以下、アカナファミリージャパン）に対してポジティブ・インパクト・ファイナンスを実施するに

当たって、アカナファミリージャパンの企業活動が、環境・社会・経済に及ぼすインパクト（ポジティ

ブな影響およびネガティブな影響）を分析・評価した。 

分析・評価に当たっては、㈱日本格付研究所の協力を得て、国連環境計画金融イニシアティブ

（UNEP FI）が提唱した「ポジティブ・インパクト金融原則」および ESG 金融ハイレベル・パネル設置

要綱第2項（4）に基づき設置されたポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまとめた「イン

パクトファイナンスの基本的考え方」に則った上で、中小企業1に対するファイナンスに適用している。 

 

＜要約＞ 

アカナファミリージャパンは、カナダのチャンピオンペットフーズ社が製造する高品質な犬猫用ペ

ットフード（ACANA、Orijen）の輸入・卸売を行う事業者である。福岡県福岡市南区に本社を置き、

２０００年に設立された。 

同社は、ACANA、Orijenの日本国内における輸入・販売を一任された輸入総代理店であり、全

国2,370店舗(202３年１～12月取引実績、Web店舗を含む。) に卸している。 

同社では、「人とコンパニオン・アニマルとの絆を深め、豊かで健康な生活文化の創造に貢献し、

限りなく成長する企業を目指す。」を基本理念とし、この考えをもとに、持続可能な社会実現のため、

「社会に対し責任ある企業活動」、「働きがいのある環境づくり」、「環境に配慮してつくられた製品

の提供・製造」という３つの目標達成に向けて取り組んでいる。 

特に環境面の「大気」「気候」のネガティブ・インパクトを抑制する取り組みの１つに挙げている直

送の取り組みは、輸送に係る大気汚染物質/温室効果ガスの排出抑制に向けた取り組みとして先進

的なものであり、卸売業界に大きなインパクトを与えるものとして評価できる。 

また、事業規模拡大による従業員数の増加を見据え、社会面の「健康・衛生」、「雇用」においても、

高い意識を持って取り組んでいる。同社は、女性従業員比率が５８％と高いこともあり、2024年1

月に「育児・介護休業規程」を現行法に沿って改正し、従業員の働きやすい環境の整備を進めてい

るほか、役職別の研修や、資格取得の奨励など、従業員のスキルアップに向けた取り組みも実施し

ている。 

以上を含むアカナファミリージャパンのサステナビリティ活動などを分析した結果、ポジティブ・

インパクトとして「教育」「雇用」「廃棄物」「包摂的で健全な経済」「経済収束」を、ネガティブ・インパ

クトとして「健康・衛生」「雇用」「人格と人の安全保障」「大気」「資源効率・安全性」「気候」「廃棄物」

を特定し、そのうち、環境・社会・経済に対して一定の影響が想定され、アカナファミリージャパンの

サステナビリティ活動などを分析した結果、ポジティブ・インパクトとしての経営の持続可能性を高

める６つの領域について、KPIが設定された。 

 

今回実施予定の「ポジティブ・インパクト・ファイナンス」の概要 

金額 １００，０００，０００円 

資金使途 運転資金 

モニタリング期間 ５年０カ月 

 

  

 
1 IFC（国際金融公社）または中小企業基本法の定義する中小企業、会社法の定義する大会社以外の企業 
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企業概要 

企業名 有限会社アカナファミリージャパン 

所在地 
〒811-1352 

福岡県福岡市南区鶴田4-3-18-3F 

従業員数 ４０名（２０２４年４月１日現在） 

資本金 1,000万円 

業種 

食料品、飲料及びたばこ卸売業、 

加工飼料製造業 

※産業格付は国際標準産業分類(ISIC)による 

事業内容 ペットフードの輸入、卸売、製造 

沿革 

2000年4月 

2006年10月 

2016年3月 

2016年12月 

2019年12月 

2020年2月 

2020年4月 

2020年12月 

2021年5月 

2021年12月 

2023年9月 

 

有限会社アカナファミリージャパン 設立 

Orijen取扱開始 

現在の社屋完成 

量販店へ営業開始 

博多営業所 開設 

関東営業所 開設 

石釜営業所 開設 

株式会社トランペッツ ECサイトを開設 

博多営業所 移転（金の隈） 

岐阜県土岐市に物流拠点を移転 

アカナファミリージャパンECサイト（アカナ・オリジ

ン）運用開始 

 

関連企業名 設立年 事業内容 

株式会社トランペッツ ２０１６年 ペットフードの輸入、卸・小売 

株式会社 ZIWI JAPAN ２０２０年 ペットフードの輸入、卸売 

有限会社新堀商店 ２００４年 ペットフードの小売 

ジャナスマネジメント株式会社 ２０１９年 不動産管理、ペットフード開発 
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事業概要 
事業概況 

【事業の特長】 

アカナファミリージャパンは、犬猫用のペットフードを輸入し、国内の取引先へ卸売を行う事業者

である。福岡県福岡市南区に本社を置き、２０００年4月に設立した。同社は、カナダに本社を置く

チャンピオンペットフーズ社から日本国内における同社のブランド商品であるACANA、Orijenの

販売を一任された輸入総代理店であり、全国の問屋やその他、小売店等主要な顧客に卸している。

取扱店舗数は、Web店舗を含め全国2,370店舗(２０２３年１～１２月取引実績)を数え、2023年

には年間２５億円を売り上げ、堅調な足取りで伸びている。 

 
▼アカナファミリージャパンの組織体制（2024年4月現在） 

 

 
 

資料）アカナファミリージャパン提供資料より九経調作成 

 

【同社取扱いペットフードの特長】 

同社が取り扱うペットフード（ACANA、Orijen）の特長は、犬猫本来の食性を意識した原材料

を使用しているところにある。犬はハイイロオオカミ、猫はリビアヤマネコといった肉食動物の

DNAを受け継いでいるため本来の食性は肉食性であるが、一般的なペットフードにはあまり肉が

含まれていない。進化しても体内器官の働きは祖先の種と大きく変わらないため、ACANA、

Orijenの原材料には、一般的なペットフードに比べ、良質な動物性たんぱく質となる鶏や七面鳥、

鶉、牧場飼育の肉、天然の魚などが多く使用されている。特に、原材料である魚の供給源となる会

社は最も持続的な漁業を行うことを宣誓し、サステビリティに尽力している会社であることも特長

である。 

 
▼アカナファミリージャパンが販売する犬猫用ペットフード（ACANA、Orijen） 

      
資料）同社HP 
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【取扱店を巻き込んだ販促活動】 

アカナファミリージャパンは、ACANA、Orijenの日本国内における輸入総代理店であることか

ら、売り上げの拡大に当たっては、同社がACANA、Orijenの強みである品質の良さ・安全性等を

いかに取扱店やエンドユーザーに伝えられるかが鍵となる。 

同社では、独自に販売戦略を立て、売上拡大のため取引先店舗を巻き込んだ様々な取り組みを

行っている。取扱店での商品情報に関する勉強会、取扱店が発信するメルマガ・HPの文章作成補

助によるエンドユーザーへの情報発信のサポートなど、輸入総代理店としてペットフードの品質や

安全性などの情報を正確に伝えることに努めている。また、新規取扱店などに売り上げ・ユーザー

増加に繋がる企画提案を行い、取扱店と共通の目標を持つことで、取扱店とのパートナーシップを

深めている。 

 

【会社設立の経緯】 

アカナファミリージャパンのオーナーである鹿田孝博氏は、元々父親がペットフードの並行輸入

を行っており、ペット業界には馴染みがあった。15歳のときアメリカの取引先に同行し、ペットフー

ドの問屋とペットショップを経営している夫婦のもとに住み込みで働くこととなった。店舗駐車場

の掃除から始まり、徐々にペットフードの袋詰めや接客など様々な仕事を頼まれるようになり、最

終的にはエクスポートマネージャーを任されるまでになった。こうした海外での経験は帰国後の仕

事にも繋がり、鹿田氏自身もペットフードの輸入・卸売を行うようになった。 

チャンピオンペットフーズ社との出会いは、元々父親の取引先であった同社社長が日本での代理

店の出店を検討するため来日した際に、鹿田氏がエスコートしたことがきっかけであった。同社社

長の「ペットに高品質なものを食べてもらいたい」というACANA製造への思いを聞いた鹿田氏は、

「日本でもACANAを広めたい」と同社社長にACANA輸入代理店の設立を直談判した。アメリカ

での経験や鹿田氏の熱意を認めた同社社長は快諾し、2000年４月にアカナファミリ－ジャパンを

設立した。 

 

【事業拡大期】 

会社設立当初は鹿田氏を含め社員3人の小規模な会社であったことに加え、日本ではまだ

ACANAがカテゴライズされるプレミアムフードを受け入れる風土が無かったため、売り上げが伸

び悩んだ。そこで営業スタイルの変更や取扱店の商品知識の向上、ペットの食に対する飼い主の知

識向上を図るなど様々な取り組みを行い、徐々に売り上げや従業員数も増加していった。そして、

より市場の大きい関東圏へ進出するため2020年2月に関東営業所を開設した。 

現在は、設立当初から在籍し、苦楽を共にしてきた田渕謙二氏を代表取締役社長に据え、鹿田氏

はオーナーという立場で運営に関わっている。 

 

【今後の展望】 

今後は、100％国内原材料を使用した自社製品の製造を計画している。既に福岡県那珂川市と

福岡県久留米市に工場建設用地を確保しており、那珂川市の試験工場ではレトルト2・フード3・トリ

ーツ4と3種類のペットフードの生産を計画している。大規模な製造ラインの導入は予定しておらず、

小規模ながら効率的な生産設備を用いて段階的に生産量を増加させる予定としている。既にIFF

株式会社食品施設計画研究所5（東京都渋谷区）と協力し、HACCPの認証取得に向けた環境整備

と機械配置を進めている。一方、久留米市の工場では、大規模生産を予定しており、今後２～３年

以内の稼働を目指し準備を進めている。 

アカナファミリージャパンが製造する予定のペットフードはペットの健康増進を目指したもので

ある。「病気にならないからだをつくる」という意味を込めて「セラピーフード」というペットフード

のカテゴリーを新たに設定し、商標登録している。 

  

 
2 レトルトパウチに充填されたウェットタイプのペットフードのこと。 
3 固形状のペットフードのこと。 
4 ご褒美として与えられるおやつのこと。 
5 ISO、HACCP、SQF等、マネジメントシステムの教育・指導、食品工場の計画から設計、設計監理業務、生産機器の選

定等、エンジニアリングサポート業務を行う。 
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経営理念 

アカナファミリージャパンは、「人とコンパニオン・アニマルとの絆を深め豊かで健康な生活文化

の創造に貢献し限りなく成長する企業を目指す。」という基本理念を掲げている。 

同社が取り扱うペットフードは、犬猫本来の食性や体内器官を考慮し、良質な動物性たんぱく質

が多く含まれている。このように、幼犬・幼猫から老犬・老猫に至るまでの長く健康な一生をサポー

トしうる必要な栄養素を多く含んでいる。加えて、その原材料となる肉や魚は獲（採）れてから5日

以内の新鮮なものを使用するなど、犬猫の健康な食生活にこだわっている。 

こうした同社が扱う商品の特性は、ペットに「良いものを食べ、長生きを」して欲しいというアカ

ナファミリージャパンの企業理念『Eat Well, live Long…』（良いものを食べ、長生きを・・・）にも

反映されている。この理念を実現するために、併せて、飼い主に対するペットにおける食の知識普

及に努めている。具体的には、小売店へのサンプル配布や大型ペットイベントへの出展を通して、ペ

ットフードの特徴や、犬猫の食性、必要な栄養素等を丁寧に伝え、飼い主のペット及びペットフード

に対する知識向上に寄与している。 

こうした活動は、ペットの食生活を意識する飼い主を増やしていくものと思われる。そして、その

成果は、EC会員の獲得や今後製造予定の自社製品の付加価値の創造に繋がり、基本理念にある

「人とコンパニオン・アニマルとの絆を深め豊かで健康な生活文化の創造」が、同社の成長にも繋が

ると考える。 

 
▼(有)アカナファミリージャパンの基本理念・企業理念 

 
資料）アカナファミリージャパン提供 

 

一方、同社が掲げる基本理念の「人」には、ペットの飼い主だけでなく、同社の従業員も含まれて

いる。従業員に対して「企業とともに成長し、成長の先に感動のストーリーを紡いでいけるような教

育体制・職場環境を整える」とし、従業員の思いの実現を伴走支援するために、入社後はまず100

個の夢を書かせることにしている。夢を達成するためには何が必要か、どうしたら良いか、従業員

が夢を達成するまでの過程を一つひとつ考えさせ、その夢を達成するために必要な社内改革は積

極的に行うこととしている。 

また、従業員が成長するための道筋として、「楽一 十五ヶ条」「行動規範」を掲げている。 

楽一（ラクイチ）とは、日々の行動を楽しむことで得られるプラスマインドと、向上心を養うことを

目的とし、一つでも多くの楽しみを増やしていくための心得のことである。例えば、「一つ、掃除を

楽しもう」という条文は、身の回りを整理整頓し、気分を高めて仕事をしようという意味が込められ、

仕事に対してあるべき姿勢を示唆している。「一つ、挨拶で他人を楽しませ、自らも挨拶を楽しもう」

という条文は、挨拶をすることで相手と自分の気分を高め、楽しく仕事をしようという意味が込め

られている。 

「楽一 十五ヶ条」は、この一つひとつが実践できるようになると、営業の基礎が身に付く内容と

なっており、「行動規範」と併せ、夢に向かって日々楽しみながら成長できる仕組みを作っている。 
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▼楽一 十五ヶ条・行動規範 

 
 

資料）アカナファミリージャパン提供 

 

ワンヘルスとの関連性 

アカナファミリージャパンの掲げる基本理念・企業理念は、WHO（世界保健機関）やFAO（国連

食糧農業機関）、OIE（国際獣疫事務局）等を中心に世界的に推進されている「ワンヘルス」の理念

と通ずるものがある。「ワンヘルス」とは、人の健康、動物の健康、環境の保全のためには、三者の全

てを欠かすことができないという認識に立ち、それぞれの関係者が「One for All, All for One」

の考え方に基づいて緊密な協力関係を構築して活動し、課題の解決を図っていこうとする理念の

ことである。つまり、人の健康を考えるのであれば、動物も健康でなければならず、そのためには生

態系も健康であることが必要であることから、これを一体として捉えていく必要があるということ

である。 

同社が取り扱うペットフードは、先述したとおり、犬猫の食性を意識し、長く健康な生活をサポー

トするために必要な栄養素を多く含んだ高品質なものである。今後製造を予定している自社ペット

フードも高品質であることはもとより、その原材料にジビエを利用するなど資源を有効活用する。

加えて、製造工場建設にあたっての新たな土地の開発は行わず、製造に必要な動力はほとんど電

気で賄うという環境に配慮した工場建設を計画している。身近なペット等が健康に長生きできるこ

と、野生動物の居場所を奪うような環境破壊を行わないことを前提とした事業形態を目指してい

ることから同社はワンヘルスの推進に寄与していると評価できる。 
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1. 業界動向 
 

ペットフード市場の業界動向 

本項では、アカナファミリージャパンが事業として取り組む犬猫のペットフード市場の業界動向

をまとめる。最初に日本における犬猫の飼育状況を見ておきたい。 

（一社）ペットフード協会が実施した全国犬猫飼育実態調査結果(2023年)（以下、犬猫調査）に

よると、202３年の全国の推計飼育頭数は、犬が６８４万４,000頭、猫が９０６万９,000頭となっ

ている。猫の飼育頭数は2013年以来、増減を繰り返し、２０２３年に900万頭に達したが、犬の飼

育頭数は減少傾向で、2013年以降の調査で初めて７００万頭を割って最低となっている。世帯飼

育率も、猫は2013年以降ほぼ横ばいとなっているのに対し、犬は2019年を除き、一貫して減少

している。この背景には、犬の方が猫よりも、飼育時における散歩などの手間や、生体入手価格が

高いことなどが挙げられる。 
 

▼犬、猫の飼育頭数及び世帯飼育率の推移 

 

 
資料）（一社）ペットフード協会『全国犬猫飼育実態調査結果』(202３)より九経調作成 
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   ペットフード産業実態調査（２０２２年度）によると、犬用ペットフードの出荷量は対前年度比９７．

２％と２０２１年度に引き続き減少し、猫用ペットフードの出荷量も２０１４年度以来、８年ぶりに９９．

５％と減少に転じた。 

一方、ペットフード産業の出荷総額は、3,87５億円で、対前年度比は１１０.1％と、７年連続での増

加となった。原材料等の値上がりを受けた出荷単価上昇の影響もあり、直近３年度の出荷総額の成

長率は前年度比１０５％前後であったため、それと比較すると高い成長率になったと推測される。 

 
▼ペットフード産業の出荷総額 

 
資料）（一社）ペットフード協会『2022（令和４）年度ペットフード産業実態調査』より九経調作成 

 

   総務省『家計調査』における「ペット・他のペット用品」への年間支出金額の推移を２０１５年以降で

みると、２０２１年を除いて増加しており、２０２３年における年間支出金額は対２０１５年比で１７３％

増となっている。 

｢ペットフード｣への年間支出金額の推移も、概ね増加傾向であり、2023年の年間支出金額は対

2015年比で141％増となっている。 

 
▼ペット・他のペット用品への支出金額の推移   
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▼ペットフードへの支出金額の推移 

 
資料）総務省『家計調査』より九経調作成 

  

   ペット用品やペットフードへの支出金額が右肩上がりである理由は、近年の物価高の影響のほか

に、ペットの家族化・人間化が関係している。 

   一世帯あたりの世帯人員が減少し、核家族化が進行する中、「ペットも家族の一員であり、ペット

にも人と同じレベルの生活をさせたい」と希望する飼育者が増えている。（一社）ペットフード協会

が実施した「犬猫調査(2021年)」において｢生活に最も喜びを与えてくれること｣を調査した結果、

犬飼育者では、｢家族(32.3％)｣が最も多く、次いで「ペット(27.5％)」となり、猫飼育者では｢ペ

ット(28.6％)｣が最も多く、次いで「家族(26.4％)」となった。このことからもペットを家族と同等

もしくはそれ以上の存在として認識していることが窺える。飼育者は愛するペットのために栄養価

の高いペットフードを購入したり、化学化合物を含まないペットフードを求めるようになったりして

いることからペットフードを含むペット関連商品の支出金額が増加していると考えられる。 

ペットの家族化、ペットフードのプレミアム化のトレンドにより、特に高付加価値なペットフードの

需要は今後数年間でさらに拡大すると予想される。 

 

  

6,938 7,143 7,007 
7,485 7,705 

8,162 
7,787 

8,808 

9,795 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年 2023年

（円）



12 

 

2. サステナビリティ活動とKPIの設定 

2-1 環境面での活動 
 

（１）直送による大気汚染物質/温室効果ガスの排出抑制 

   アカナファミリージャパンは、日本国内においてACANA、Orijenを独占的に取り扱うことが

できる輸入総代理店であることから、問屋や小売店舗は必ず同社を経由して商品を仕入れるこ

とになる。このとき同社では輸送経路の最適化のため、中間業者である問屋を介さない直送と

いう形態を取っている。ペットフード業界では、一般的に輸入代理店から問屋、問屋から小売店

舗と輸送が2段階で行われ、同業界の閉鎖的な流通形態により問屋から卸先のデータは共有さ

れない。このため、輸入代理店は小売店舗における売上高、在庫状況を把握できず、各小売店舗

からの注文に備え、過剰な在庫を抱えてしまうというリスクがある。同社が採っている直送とい

う形態により、小売店舗と在庫状況を共有できるようになったことで、適切な在庫管理を可能と

している。さらに問屋までの輸送を省略できたことで、大気汚染物質や温室効果ガスの排出抑制

に繋がっている。この直送という輸送形態はペットフード業界において特徴的なモデルである。 

 

（２）ペットフードロス削減の取り組み 

   同社は、保護されているペットの殺処分の減少や、少しでも高品質なペットフードを食べて欲

しいという願いから、成分保証期限が近い商品やパッケージに穴が開き廃棄される予定の商品

をブリーダーや動物保護団体等に無償で提供する寄付活動を行っている。２０２３年１～１２月で

は、廃棄される予定であったペットフードのうち約１６％を寄付し、今後はこの割合をより高めて

いきたいと考えている。 
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2-2 社会面での活動とKPI 

 

（１）人材育成の取り組み 

アカナファミリージャパンは、人材育成に重きを置いており、資格取得奨励制度を導入している。

会社の規定に準じて資格取得者には資格手当を支給したり、受験の際の休暇取得を推奨したりする

など、会社全体で従業員のスキルアップを後押ししている。2024年４月現在では、語学系・経理系・

IT系のそれぞれにおいて各１名以上資格取得者がおり、今後はこの数をさらに増やしていきたいと

考えている。 

加えて、社外の研修も行い、従業員の能力向上やモチベーションの維持・向上を図っている。新規

採用者を中心にペットフードを生産しているカナダのチャンピオンペットフーズ社への海外研修を実

施している。研修の内容は、工場見学、原材料の生産者との交流、海外展示会の視察などであり、自

社で取り扱う商品の理解促進や、従業員の知見を広げている。今後管理職となる従業員には静岡県

にある管理者養成学校のカリキュラムを受講させるなど、役職に応じた人材育成に取り組んでいる。 

 
▼資格手当支給対象資格一覧及び資格取得者数 

 
           資料）アカナファミリージャパン提供資料より九経調作成 

 

 

  

語学系
取得者数

（2024年４月現在）

TOEIC600～745または英検2級 -

TOEIC750～895または英検準1級 2名

TOEIC900～または英検1級 -

経理系

日商簿記2級 1名

日商簿記1級 -

IT系

マイクロソフトオフィススペシャリスト（MOS） 1名

ITパスポート（IP） -

基本情報技術者（FE） -

応用情報技術者（AP） -

ITサービスマネージャ（SM） -

プロジェクトマネージャ（PM） -

システム監査技術者（AU） -

エンデベッドシステムスペシャリスト（ES） -

ネットワークスペシャリスト（NW） -

システムアーキテクト（SA） -

データベーススペシャリスト（DB） -

情報処理安全確保支援士（SC） -

ITストラテジスト（ST） -
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（２）従業員の心と体の健康を守る取り組み 

   アカナファミリージャパンは、「体が資本」という考えから、従業員の心と体の健康を守る様々な取

り組みをしている。 

   全額会社負担で年1回の健康診断を受診させていることはもとより、予防接種費用も会社負担と

している。２０２３年度は健康診断結果で有所見となった者の再検査受診率が０％であったことを受

け、今後は就業時間内に受診できる体制づくりを行い、２０２９年度までに再検査受診率を100％と

することを目標としている。 

   また、同社独自の取り組みとして、悩み事相談室の設置と禁煙手当が挙げられる。 

   悩み事相談室は、2023年にストレスチェックやハラスメント管理を行う部署として福岡県石釜営

業所に設置された。同室は従業員のカウンセリングルームとしての側面も持ち、従業員の仕事上の

悩みだけでなくキャリア相談なども行っている。悩み事相談を受けるのは、中学校の元校長という

経歴を持つ人事取締役の尾﨑親夫氏であり、これまで多くの生徒と対話してきた経験を活かし、多

様な相談に親身に対応している。 

また、喫煙率低下に向けた取り組みの一環として「禁煙手当」を支給している点も特徴的である。

禁煙手当とは、同社が独自に定めたもので、たばこを吸わない人に対し一律月5,000円が支給さ

れるという全国的にもめずらしい取り組みである。 

こうした同社の特徴的な取り組みを活かし、より一層の健康経営を推進し、2027年度までに経

済産業省による「健康経営優良法人（中小規模法人部門）」の認定取得、２０２５年度までに福岡県に

よる「ふくおか健康づくり団体・事業所宣言」の宣言登録を目指す方針である。 

 
▼石釜営業所 

 
資料）アカナファミリージャパン提供 

 

（３）HACCPの認証取得に向けた取り組み 

  同社は、企業理念にも掲げているように、ペットフードの品質や安全性を常に意識している。福

岡県那珂川市と久留米市に建設する予定の２つの工場は、HACCP7に沿った衛生管理を行うこと

としている。日本では、２０２１年６月に人に対する食品を取り扱う全ての食品等事業者にHACCP

に沿った衛生管理をすることが義務化された一方で、ペットフードの製造については義務化の対

象となっていない。しかし、同社はペットにも良いものを食べ、長生きをして欲しいという願いから、

人と同等の衛生管理を行ったペットフードの製造を行う考えである。 

 

  

 
7 食品等事業者自らが食中毒菌汚染や異物混入等の危害要因（ハザード）を把握した上で、原材料の入荷から製品の出
荷に至る全工程の中で、それらの危害要因を除去又は低減させるために特に重要な工程を管理し、製品の安全性を確保

しようとする衛生管理の手法のこと。 
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社会面のKPI 

インパクトレーダーとの関連性 「教育」 

インパクトの別 ポジティブ・インパクトの増大 

テーマ 人材育成の取り組み 

取組内容 資格取得の推進 

SDGs との関連性 

4.4 2030年までに、技術的・職業的スキルなど、

雇用、働きがいのある人間らしい仕事及び起業
に必要な技能を備えた若者と成人の割合を大

幅に増加させる。 

KPI（指標と目標） 
2029年度までに資格一覧に掲載の資格保持者を２倍に 

する。（２０２４年４月現在 資格保持者４名） 

 

インパクトレーダーとの関連性 「健康・衛生」 

インパクトの別 ネガティブ・インパクトの抑制 

テーマ 従業員の健康維持・増進 

取組内容  健康診断再検査受診率の向上 

SDGs との関連性 

3.4 2030年までに、非感染症疾患による若年死
亡率を、予防や治療を通じて3分の1減少させ、

精神保健及び福祉を促進する。 

 
8.8 移動労働者、特に女性の移動労働者や不安定

な雇用状態にある労働者など、すべての労働者
の権利を保護し、安全・安心な労働環境を促進

する。 

KPI（指標と目標） 
2029年度までに健康診断結果で有所見となった者の 

再検査受診率を100％とする。（2023年度実績：０％） 
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インパクトレーダーとの関連性 「健康・衛生」 

インパクトの別 ネガティブ・インパクトの抑制 

テーマ 従業員の健康維持・増進 

取組内容 

  

① 健康経営優良法人認定に向けた取り組み 

 
② ふくおか健康づくり団体・事業所宣言の登録に向けた取

り組み 

 

SDGs との関連性 

3.4 2030年までに、非感染症疾患による若年死

亡率を、予防や治療を通じて3分の1減少させ、

精神保健及び福祉を促進する。 

 
8.8 移動労働者、特に女性の移動労働者や不安定

な雇用状態にある労働者など、すべての労働者
の権利を保護し、安全・安心な労働環境を促進

する。 

KPI（指標と目標） 

① 下記のスケジュールにて健康経営優良法人認定に必要

な取り組みを進め、202７年度までに「健康経営優良
法人（中小規模法人部門）」の認定を取得する。 

 

2026年度まで 健康経営の具体的な推進計画策定 

2027年度    健康経営優良法人認定 

2028年度以降 健康増進を図るための項目の 

モニタリング 

 

② 202５年度までに「ふくおか健康づくり団体・事業所宣
言」に宣言の内容を登録する。 

 

2026年度以降 宣言内容の項目のモニタリング 
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2-3 社会・経済面での活動とKPI 
 

（１）多様な人材の活躍 

   アカナファミリージャパンは、営業店舗数の増加、自社工場の建設等を見据え、新規採用を積

極的に行っている。特に地元採用に力を入れており、２０２４年度には元中学校校長である人事

取締役が地元の高等学校を中心に採用活動を行い、人手不足が叫ばれているにも関わらず地元

採用者を含め新たに１３名を採用した。 

外国人の採用にも積極的であり、大学・大学院に在籍する外国人のインターンを受け入れ、新

たに１名採用した。今後も、新規採用を続け、2029年度まで毎年20名ずつ雇用することを目標

としている。 

 
▼2023、2024年度の新規採用者の採用実績（単位：人） 

 高卒 専門卒 大卒 外国人 合計 

2023年度 ４ ２ 3 ３ １２ 

2024年度 ５ ４ ３ １ １３ 

 
▼インターンシップの様子 

   
資料）アカナファミリージャパン提供 

 

（２）働きやすい職場環境 

   アカナファミリージャパンは、性別や年齢を問わずあらゆる人材を採用して、従業員の個性と

能力を発揮できるダイバーシティ経営に取り組んでいる。同社は、女性従業員比率が５８％と過

半数を超え、管理職への登用も積極的に行い、性別関係なく全ての人が活躍できる職場環境づ

くりを実践している。現在ある管理職ポストのうち、６０％が女性である。今後、女性の働きやす

さ向上含め、女性の活躍をより推進していくために「えるぼし」認定取得に向けた取り組みを行う。 

   また、2024年１月に現行法に合わせ「育児・介護休業規程」を改正し、全従業員が働きやすい

環境の整備を進めている。今後は次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、育成される環境

を整備するために「くるみん認定」取得に向けた取り組みと併せて「福岡県子育て応援宣言」企業

の登録を行う予定である。 

   そして、同社の2023年１月～12月の平均有給休暇取得日数は９．６日と卸売・小売業の平均

取得日数9.0日8を上回っているが、20２９年までに平均有給休暇取得日数を15日とすること

を目標として、新たに社内啓蒙活動を行い、加えて有給休暇の取得目標を設定し管理することで

さらなる有給休暇の取得を推奨していく。 

   さらに、働きやすい職場環境づくりとともにコンプライアンスの遵守を目的として、役職関係

なく円滑なコミュニケーションができる組織づくりを行っている。先述した、「楽一 十五ヶ条」

 
8 厚生労働省「令和５年就労条件総合調査」より 
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「行動規範」といった社内ルールを策定し、徹底させている。このような取り組みを通じて、常に

自分も相手も思いやる関係性を構築することで、ハラスメントの防止を実現している。 

加えて、同社では、従業員間のコミュニケーションを促進するため、会社主催のイベントやラン

チ会など従業員の誕生日や季節に合わせたイベント等を行っている。 

 
▼社内イベントの様子 

    
懇親会                              年越し花火イベント 

資料）アカナファミリージャパン提供 

 

社会・経済面の KPI 

インパクトレーダーとの関連性 「雇用」、「包摂的で健全な経済」 

インパクトの別 ポジティブ・インパクトの増大 

テーマ 多様な人材が活躍できる職場づくり 

取組内容 地元採用を含む新規雇用の継続 

SDGs との関連性 

5.5 政治、経済、公共分野でのあらゆるレベルの
意思決定において、完全かつ効果的な女性の参画

及び平等なリーダーシップの機会を確保する。  

 
8.5 2030年までに、若者や障害者を含むすべて

の男性及び女性の、完全かつ生産的な雇用及び働
きがいのある人間らしい仕事、ならびに同一労働同

一賃金を達成する。 

KPI（指標と目標） 
２０２９年度まで地元採用を含む新規採用者を毎年20名 

雇用する。 
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インパクトレーダーとの関連性 「雇用」、「包摂的で健全な経済」 

インパクトの別 ポジティブ・インパクトの増大 

テーマ 従業員の働きやすい職場環境の実現 

取組内容 

① くるみん認定の取得に向けた取り組み 

 

② えるぼし認定の取得に向けた取り組み 

SDGs との関連性 

5.5 政治、経済、公共分野でのあらゆるレベルの意

思決定において、完全かつ効果的な女性の参画

及び平等なリーダーシップの機会を確保する。 

 

8.5 2030年までに、若者や障害者を含むすべて

の男性及び女性の、完全かつ生産的な雇用及

び働きがいのある人間らしい仕事、ならびに同
一労働同一賃金を達成する。 

KPI（指標と目標） 

① 下記のスケジュールにてくるみん認定に必要な取り 

組みを進め、2029年度までに「くるみん」認定を取 

得する。 

 

２０２６年度まで 

計画期間を2026年度から２０２８年度と 

する一般事業主行動計画の策定・周知 

  2027年度 年次有給休暇取得の促進 

2028年度 計画期間中の男性労働者の育児休業等 

取得率10％以上、女性労働者の同取得率 

75％を達成し、「両立支援のひろば」 

で公表する。 

２０２９年度 くるみん認定取得 

 

② 下記のスケジュールにてえるぼし認定に必要な取り 

組みを進め、2029年度までに「えるぼし」認定を取 

得する。 

 

２０２６年度まで  

計画期間を2026年度から２０２８年度と 

する一般事業主行動計画の策定・周知 

2027年度以降 

管理職に占める女性労働者の割合につい 

て産業ごとの平均値9以上を継続し、 

その実績を「女性の活躍推進企業データ 

ベース」に公表する。 

（2024年4月現在女性管理職比率：60％） 

２０２９年度 えるぼし認定取得 

 

 
9 卸売業、小売業：6.8％（厚生労働省「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定制度に係る基準

における｢平均値｣について」）より 
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インパクトレーダーとの関連性 「雇用」、「包摂的で健全な経済」 

インパクトの別 ポジティブ・インパクトの増大 

テーマ 従業員の働きやすい職場環境の実現 

取組内容 福岡県子育て応援宣言の登録に向けた取り組み 

SDGs との関連性 

8.8 移住労働者、特に女性の移住労働者や不安定

な雇用状態にある労働者など、すべての労働者
の権利を保護し、安全・安心な労働環境を促進

する。 

KPI（指標と目標） 

202５年度までに「福岡県子育て応援宣言」に宣言の内容 

を登録する。 

 

２０２６年以降 宣言内容の項目のモニタリング 

 

インパクトレーダーとの関連性 「健康・衛生」、「雇用」 

インパクトの別 ネガティブ・インパクトの抑制 

テーマ 従業員の働きやすい職場環境の実現 

取組内容 平均有給休暇取得日数の増加 

SDGs との関連性 

8.8 移住労働者、特に女性の移住労働者や不安定
な雇用状態にある労働者など、すべての労働者

の権利を保護し、安全・安心な労働環境を促進

する。 

KPI（指標と目標） 
2029年までに平均有給休暇取得日数を15日にする。 

（2023年実績：９．６日） 
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2-4 環境・経済面での活動とKPI 
 

（１）自社工場建設による温室効果ガス排出抑制の取り組み 

アカナファミリージャパンは今後の成長戦略に国内自社製造を加えることで、輸入に伴う温室

効果ガスの削減に取り組むこととしている。同社が福岡県那珂川市と久留米市に建設予定の工

場では、製造機器の動力を電気で賄う計画である。そのためにサンプル製造機を取り寄せ、効率

的で生産性の高い製造方法を現在検討中である。さらに、温室効果ガスの排出抑制を押し進め

るべく、２つの工場建設に当たっては、太陽光パネルや蓄電装置を設置することで限りなくゼロ

エネルギーを目指そうとしている。 

 

（２）国内産原材料を使用した自社製品の開発・製造 

同社が開発するペットフードには、100％国内産原材料を使用する。使用する原材料は、鶏、牛、

ジビエ（シカ、イノシシなど）、魚などである。 

さらに、国内産原材料であることに加え、基本的に地元産を利用することから、地域の畜産業・

漁業における所得の向上に繋がるという点において、より積極的に評価できるものと判断される。 

 

   (３)国産ジビエ認証を受けた食肉処理施設からの原材料調達 

    先述したとおり、同社製造予定のペットフードの原材料には、シカやイノシシなどのジビエが含ま

れる。近年は、農作物被害防止を目的とする捕獲が行われ、シカやイノシシの捕獲頭数が大幅に増

加しているものの、そのほとんどは有効利用されずに廃棄されている。こうした状況を問題として、

殺処分されたシカやイノシシの資源利用が奨励されるようになっている。同社がペットフードの原

材料にジビエを使用することで、資源の有効活用と廃棄物を削減することを目指す。 

一方で、シカやイノシシは家畜と異なり生産段階での管理ができていないため、様々な動物由来

感染症の病原体や寄生虫を保有している可能性が高い。食の品質と安全性を常に意識している同

社としては、衛生管理基準や適切なラベル表示によるトレーサビリティ10の確保等に取り組む食肉

処理施設から継続的に原材料を調達する必要があると考えている。そのため、同社は国の認証制

度である「国産ジビエ認証」を得た事業者から調達する計画である。同社が継続的に利用すること

で、既存の認証施設の存続、あるいは将来的には国の認証を受けた施設の増加にも繋がることが

見込まれる。自社の安定的な調達先の確保とともに、地域の持続的なジビエ処理体制の構築にも

貢献することを目指す。  

 

 

  

 
10 ｢その製品がいつ、どこで、だれによって作られたのか｣を明らかにすべく、原材料の調達から生産、そして消費または
廃棄まで追跡可能な状態にすること。 
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環境・経済面の KPI 

インパクトレーダーとの関連性 「気候」、「経済収束」 

インパクトの別 

（気候）ネガティブ・インパクトの抑制 

 

（経済収束）ポジティブ・インパクトの増大 

テーマ 

① 温室効果ガス排出抑制の取り組み 

 
② 環境に配慮した工場における自社製品の製造 

取組内容 

① 新設工場での太陽光パネルの設置 

 

② 国内産原材料を使用したペットフードの製造 

SDGs との関連性 

 

12.2 2030年までに天然資源の持続可能な管理

及び効率的な利用を達成する。 

 

KPI（指標と目標） 

① ２０２９年度までに久留米工場における使用電力を 

賄うため、太陽光発電設備を設置する。 

 

② 2029年度までに国内産100％使用のペットフード 

製造工場を建設する。 
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2-5 経済面での活動とKPI 
 

 （１）ペット展示会を通じたファンの獲得 

     アカナファミリージャパンは２０２３年９月より自社 EC サイト『アカナ・オリジン』を立ち上げた。

販売チャネルの多様化により、売り上げ向上に資する面に加えて、EC 会員に向けた定期的なメル

マガの配信をすることで、自社商品の継続的なファンの獲得に活かす。新規会員の獲得に向けて

は、全国で開催されるペット展示会に参加し、リアルな接客を通して、ブランドの認知度・知名度、

消費者の安心感・知識の向上を図っている。 

同社が出展するブースは展示会の中でも最大級の規模であるため、出展企業の中でも最も注

目を集めているブランドの一つとなっている。２０２３年は展示会の来場者数が増加し、また来場

者数に対して約１０～20％の EC 会員登録が行えたこともあり、EC の販売実績は２０２２年比で

49.2％増となった。 

 
▼ペット展示会の様子 

    
資料）アカナファミリージャパン提供 

 

経済面の KPI 

インパクトレーダーとの関連性 「経済収束」 

インパクトの別 ポジティブ・インパクトの増大 

テーマ 新規EC会員の獲得 

取組内容 ペット展示会を通じた新規EC会員の獲得継続 

SDGs との関連性 

8.2 高付加価値セクターや労働集約型セクターに

重点を置くことなどにより、多様化、技術向上

及びイノベーションを通じた高いレベルの経済

生産性を達成する。 

KPI（指標と目標） 

毎年、新規EC会員数を1万人以上増加させ、２０２９年度 

までに10万人を達成する。 

(２０２４年４月現在：43,260人) 
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3. 包括的分析 

3-1 UNEP FIのインパクト分析ツールを用いた分析 

UNEP FIのインパクト分析ツールを用いて、網羅的なインパクト分析を実施した。その結果、ポジテ

ィブ・インパクトとして「食糧」、「雇用」、「包摂的で健全な経済」が、ネガティブ・インパクトとして「健康・

衛生」、「雇用」、「水（質）」、「大気」、「生物多様性と生態系サービス」、「資源効率・安全性」、「気候」、「廃

棄物」、「経済収束」が特定された。 

 

3-2 個別要因を加味したインパクト領域の特定 

アカナファミリージャパンの個別要因を加味して、同社のインパクト領域を特定した。その結果、

同社のサステナビリティ活動に関連のあるポジティブ・インパクトとして「教育」、「経済収束」、ジビ

エの活用したペットフードの製造として「廃棄物」、ネガティブ・インパクトとして「人格と人の安全保

障」を追加した。一方、同社製品の提供対象が人でないことから「食糧」は同社の事業活動との関連

がないため、削除した。同様にネガティブ・インパクトのうち「水（質）」、「生物多様性と生態系サービ

ス」は、事業の工程で排水、生物多様性への影響が生じうる工程がないことを確認したので、削除

した。また、「経済収束」においても、不当なサプライチェーンの取引がないことを確認したので、削

除した。 

 

【特定されたインパクト領域】 

 

 

 

 

   UNEP FI のインパクト分析ツール 

  により抽出されたインパクト領域 

ポジティブ ネガティブ 

入手可能性、アクセス可能性、手ごろさ、品質 

（一連の固有の特徴がニーズを満たす程度） 

   

水 
 

 
 

 

食糧 
 

 
 

 

住居 
 

 
 

 

健康・衛生 
 

 
 

 

教育 
 

 
 

 

雇用 
 

 
 

 

エネルギー 
 

 
 

 

移動手段（モビリティ） 
 

 
 

 

情報 
 

 
 

 

文化・伝統 
 

 
 

 

人格と人の安全保障 
 

 
 

 

正義・公正 
 

 
 

 

強固な制度・平和・安定 
 

 
 

 

質（物理的・化学的構成・性質）と有効利用 
  

水 
 

 
 

 

大気 
 

 
 

 

土壌 
 

 
 

 

生物多様性と生態系サービス 
 

 
 

 

資源効率・安全性 
 

 
 

 

気候 
 

 
 

 

廃棄物 
 

 
 

 

人と社会のための経済的価値創造 
  

包摂的で健全な経済 
 

 

 
 

 

経済収束 
 

 
 

 

 

個別要因を加味し 

特定されたインパクト領域 

ポジティブ ネガティブ 
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3-3 特定されたインパクト領域とサステナビリティ活動の関連性 

  アカナファミリージャパンのサステナビリティ活動のうち、ポジティブ面としては、同社の社外研修、

資格取得奨励の取り組みが「教育」、地元人材や外国人などの多様な人材の活躍に向けた取り組みが

「雇用」「包摂的で健全な経済」、ジビエの活用によるペットフードの製造が「廃棄物」、新規 EC 会員獲

得に向けた取り組みと国内産原材料を使用したペットフードの自社製造が「経済収束」に資する取り

組みと評価される。 

   一方、ネガティブ面においては、従業員の健康を守る取り組みが「健康・衛生」、従業員の働きやす

い環境の整備が「健康・衛生」「雇用」、従業員のストレスチェックは「健康・衛生」、ハラスメント管理が

「人格と人の安全保障」、直送などによる大気汚染物質/温室効果ガス排出抑制の取り組みが「大気」

「気候」、規格外食品の活用は「資源効率・安全性」、ペットフードの寄付が「資源効率・安全性」「廃棄物」

に該当する。 

 

3-4 インパクト領域の特定方法 

  UNEP FI のインパクト評価ツールを用いたインパクト分析結果を参考に、アカナファミリージャパ

ンのサステナビリティに関する活動を同社のHP、提供資料、ヒアリングなどから網羅的に分析すると

ともに、同社を取り巻く外部環境を勘案し、同社が環境・社会・経済に対して最も強いインパクトを与

える活動について検討した。そして、同社の活動が対象とするエリアやサプライチェーンにおける環

境・社会・経済に対して、ポジティブ・インパクトの増大やネガティブ・インパクトの低減に最も貢献すべ

き活動を、インパクト領域として特定した。 
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4. 地域経済に与える波及効果の測定 
アカナファミリージャパンが本ポジティブ・インパクト・ファイナンスのKPI を達成することによっ

て、現在の売上高25億円を、５年後に売上高100億円とすることを目標とする。 

このような同社の事業による地域経済への効果を、「福岡県産業連関表」を用いて試算すると、卸

売が中心の現在の売上高（25 億円）のうち、県内の経済波及効果（生産誘発額）に繋がると想定でき

ない輸入仕入れ分を控除した直接効果（18.7億円11）による経済波及効果は計 28.6億円と試算さ

れる。そのうち、同社に帰属する効果は上記の 18.7 億円で、9.9億円（＝28.6 億円－18.7億円）

が社外への経済波及効果であるものと試算される。 

そして、同社では今後、福岡県内で工場を建設し、自社でペットフードの一部を生産することによ

り、５年後に売上高100億円を目指している。その売上増加分の75億円（100億円－25億円）が、

すべて県内工場による生産・販売分と想定し、上記卸売部門による直接効果（18.7億円）を合計し

た県内需要93.7億円が、年間119.7億円の経済波及効果を生み出すと見込まれる。なお、この

119.7億円の経済波及効果は、79.7億円の付加価値を生み、そのうち16.9億円は雇用者への所

得となる。 

 

 

 

このようなメカニズムによって、地域内に各種需要が喚起され、その経済効果は幅広い産業へ及

ぶこととなる。産業別に経済波及効果をみると、同社のペットフード工場の新設・稼働による効果

が大きいため、「飼料・有機質肥料・たばこ」が占める割合が非常に大きくなるものとみられる。そ

の他「商業」「その他の対事業所サービス」「道路輸送」、「食料品」、「耕種農業」などへの波及も大き

い。 

 
11 全国の「産業連関表 産出表」による飼料部門の平均的な卸マージン率と国内分の貨物運賃率により算定 

売上目標 10,000

売上のうち県内産業の需要に繋がる効果

（百万円）

うち雇用者所得

誘発額

県内需要増加効果 9,370 6,509 1,057

うち当社帰属分 9,262 - -

第１次波及効果 11,258 7,502 1,516

715 470 174

11,973 7,972 1,690

第一次波及効果は同社の売上と同社の生産増に必要な原材料やサービス需要による効果

第二次波及効果は、第一次波及効果で誘発される生産増に伴い増加する雇用者所得がもたらす消費需要による効果

波及効果の倍率 1.28 倍

※波及効果の倍率は、生産誘発額の合計/同社の売上

生産誘発額 うち粗付加価値

誘発額

第２次波及効果

合計
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順位 産業部門 
金額 

（百万円） 
順位 産業部門 

金額 

（百万円） 

1 
飼料・有機質肥料（別掲を除

く。）・たばこ 
7,504 6 耕種農業 152 

2 商業 1,968 7 分類不明 136 

3 その他の対事業所サービス 259 8 金融・保険 134 

4 道路輸送（自家輸送を除く。） 179 9 広告 117 

5 食料品 161 10 不動産仲介及び賃貸 89 
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5. マネジメント体制 
アカナファミリージャパンでは、本ポジティブ・インパクト・ファイナンスに取り組むにあたり、プロ

ジェクトチームを結成した。最高責任者として代表取締役社長 田渕謙二氏を中心に、自社の事業

活動とインパクトとの関連性、KPIの設定などについて検討を重ねた。 

本ポジティブ・インパクト・ファイナンス実行後においても、代表取締役社長 田渕謙二氏を最高

責任者とし、経営企画部 山川幸秀氏を実行責任者としたプロジェクトチームを中心として、全従業

員が一丸となり、KPIの達成に向けた活動を実施していく。 

 

最高責任者 代表取締役社長 田渕 謙二 

実行責任者 経営企画部 山川 幸秀 

 

6. モニタリングの頻度と方法 
本ポジティブ・インパクト・ファイナンスで設定した KPI の達成および進捗状況については、西日

本シティ銀行とアカナファミリージャパンの担当者が定期的に会合の場を設け、共有する。会合は

少なくとも年に１回実施するほか、日頃の情報交換や営業活動の場などを通じて実施する。 

西日本シティ銀行は、KPI達成に必要な資金およびその他ノウハウの提供、あるいは西日本シテ

ィ銀行の持つネットワークから外部資源とマッチングすることで、KPI達成をサポートする。 

モニタリング期間中に達成したKPIに関しては、達成後もその水準を維持していることを確認す

る。なお、経営環境の変化などによりKPIを変更する必要がある場合は、西日本シティ銀行とアカ

ナファミリージャパンが協議の上、再設定を検討する。 

                                   

 

以 上 
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＜評価書作成者および本件問い合わせ先＞ 

公益財団法人 九州経済調査協会 

調査役 小野山 心 

 

〒810-0004 

福岡市中央区渡辺通2-1-82電気ビル共創館５階 

TEL 092-721-4905   FAX 092-721-4904 

本評価書に関する重要な説明 

１．本評価書は、九州経済調査協会が、西日本シティ銀行から委託を受けて実施したもので、九州経

済調査協会が西日本シティ銀行に対して提出するものです。 

 

２．九州経済調査協会は、依頼者である西日本シティ銀行および西日本シティ銀行がポジティブ・イン

パクト・ファイナンスを実施するアカナファミリージャパンから供与された情報と、九州経済調査協

会が独自に収集した情報に基づく、現時点での計画または状況に対する評価で、将来におけるポ

ジティブな評価を保証するものではありません。 

 

３．本評価を実施するにあたっては、国連環境計画金融イニシアティブ（UNEP FI)が提唱した「ポジ

ティブ・インパクト金融原則」に適合させるとともに、ESG金融ハイレベル・パネル設置要綱第2項

（４）に基づき設置されたポジティブインパクトファイナンスタスクフォースがまとめた「インパクト

ファイナンスの基本的考え方」に整合させながら実施しています。なお、日本格付研究所から、本

ポジティブ・インパクト・ファイナンスに関する第三者意見書の提供を受けています。 


